
＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

⑤集落支援員の配置数 ③13人 13人 ‐ ‐

④生活支援コーディネーターの配置数 ②3人 2人 ‐ ‐

‐ ‐

③地域ケア個別会議の開催回数 ③6回 6回 ‐ ‐

②地域ケア会議の開催回数 ②35回 9回

・地域包括支援センターのケアプラン作成者の人員確保ができていない状況であり、専門職の確保が喫緊の課題で
ある。引き続き確保に努めるとともに、有資格者の職員の配置についても要望していく。
・地域ケア会議の開催については、各高齢者支援協議会に周知をし、高齢者の情報共有や生活支援等のニーズの把
握を行っていく。
・生活支援コーディネーターについては、令和７年度から社会福祉協議会とNPO法人に業務委託を行う。集落支援
員とも連携し、地域での困りごとの把握等積極的に行っていく。

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

６　取組と実績を踏まえた課題

・センタ―職員が数名退職し、専門職は１年通して確保に努めたが、体制を整えることができなかった。
・高齢者支援協議会を地域ケア会議と位置づけており、各地域の協議会と気になる高齢者の情報共有や生活支援等
のニーズの把握を行っているが、実施できていない協議会が多い。
・生活支援コーディネーターについては、１層１名（係長兼務）、２層１名の配置となった。募集は１年を通して
行っているが、なかなか確保につながらない。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）

項　　目 数値目標
実績値

①包括ケア会議の開催回数 ①1回 1回 ‐ ‐

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

・総合相談内容が多岐にわたり、複雑化している傾向にあるため、相談体制の強化に努めている。
・地域ケア会議については、市全体の共通課題を抽出し、庁内関係部署と連携し、課題解決に向けて
協議する場を設けている。
・生活支援コーディネーターについては、専属の職員を十分確保できなかったため、高齢者支援の
ニーズや地域資源の把握が困難であった。
・全校区に集落支援員、地域おこし協力隊を配置し、高齢者の見守りやサロンや元気アップ教室への
参加を促すことで、地域活動の充実に向けた支援を行うことができている。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

・総合相談については、迅速に対応することが困難な事例もあることから、人員体制の整備を図って
いく必要がある。
・地域ケア会議については、地域課題の抽出から確実な課題解決策を見出すことで、具体的な地域づ
くりにつなげていくことが必要となっている。
・生活支援コーディネーターについては、高齢者のニーズや地域資源を把握する体制整備のため、生
活支援コーディネーターの配置が必要である。
・集落支援員の活動は、校区運営のサポートから高齢者や子どもの見守り、地域課題の解決につなが
る活動など多岐にわたるため、役割を整理し、活動内容を見直す必要がある。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①地域包括支援センターの機能強化
②地域ケア会議の推進
③地域共生社会の実現に向けた取組

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進 ④在宅医療・介護連携の推進

地域包括支援センターの機能強化と地域共生社会の構築 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

③認知症サポーター登録者数 2,400人 2,341人

②認知症サポーター養成講座の開催回
数

5回 9回

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

認知症施策の総合的な推進 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進 ④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

・高齢者等実態調査において、５割の方が認知症における不安や心配なことを抱えており、認知症に
対する不安が高い現状が見えてきた。認知症に関する偏見等がなかなか取れず、地域で対応に困ると
「施設に」と相談がある。また、認知症の専門医療機関の受診に抵抗があるため、受診のタイミング
が遅れがちである。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

認知症への正しい理解を深めてもらう機会の拡充、早期診断や早期対応の取組を更に強化していく必
要がある。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①認知症に関する理解促進のため、各地域での認知症に関する普及啓発・認知症サポーター養成講座
開催の働きかけ
②早期発見・早期対応のため、認知症疾患医療センターとの連携強化や初期集中支援チーム員の活動
強化
③認知症の方とその家族への支援のため、家族介護者交流会の開催や認知症カフェの再開支援

項　　目 数値目標
実績値

①認知症初期集中支援チームの検討件
数

40件 25件

・認知症に関する普及啓発は、昨年度同様、『認知症月間』に合わせ、映画上映やチラシ配布など普及啓発に力
を入れて取り組んでいく。
・巡回型の認知症カフェを認知症相談会と合わせて実施していきたい。
・認知症サポーター養成講座は、市民向けの開催を継続しながら、あらゆる機会を捉えて、講座開催に向けての
働きかけを行っていきたい。

④認知症カフェ設置箇所数 3箇所 2箇所 ‐ ‐

⑤見守り台帳登録者数 10人 10人 ‐ ‐

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

６　取組と実績を踏まえた課題

高齢者向けの地域サロンでの講話や認知症予防講話を実施することで、認知症の正しい理解の普及について取り
組んだ。また、アルツハイマー月間には、街頭キャンペーンへの参加、市民からのメッセージ展示、広報誌やチ
ラシを通じての周知の強化に取り組んだ。認知症に関する映画上映会に関しては、多くの参加があり、「こう
いった機会を今後も作ってほしい」との声も多く聞かれた。サポーター養成講座は、開催回数は多かったが、再
受講者の参加が多く、新規受講者数があまり伸びなかった。今後も幅広い年齢層や各種団体等への呼びかけ方法
や内容に工夫を凝らす必要がある。
認知症カフェは、認知症疾患医療センター主催が週2回開催に増えたことで、目的別で曜日を変えて開催できてい
る。巡回型の認知症カフェの開催に至らなかったため、関係機関とも連携し、各地域に出向く取組につなげた
い。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

在宅医療・介護連携の推進 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進 ④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

・実態調査結果では、今後希望する生活場所について、一般高齢者の９割弱、若年者の５割強、在宅要
介護者の７割が「現在の住居にずっと住み続けたい」と回答しており、現在の生活場所への愛着の高さ
がうかがえた。
・医療と介護分野間で入退院支援ルールの運用開始後、退院調整率は改善傾向にあり、ルールが定着し
てきたことで、スムーズな在宅生活移行が増えてきている。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

・高齢者単身世帯や高齢者夫婦世帯が多く、在宅で看取りを実施することが困難な状況も生じている。
・地域住民向けのACPに関する啓発活動の取り組みを強化していく必要がある。また、入退院支援以外
の医療介護従事者間の情報共有が不十分である。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①地域住民への普及啓発として、市民講座を開催する。
②医療・介護関係者向けに多職種研修会を開催し、多職種間のネットワーク構築を図る。
③医療・介護関係者の情報共有の支援として、介護・医療合同会議を開催する。

項　　目 数値目標
実績値

①在宅医療に関する普及啓発活動回数 ①3回 2回 ‐ ‐

・ACPに関する普及啓発として、市民向け講演会を開催予定。
・日常の生活療養支援や急変時の対応について、関係機関からの聞き取りを実施していく。

②多職種連携研修会の実施回数 ②2回 2回 ‐ ‐

③介護・医療合同会議の実施回数 ③2回 2回 ‐ ‐

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

医療・介護連携推進会議を開催し、医療分野と介護分野において連携したい事項について協議・情報共有を行っ
た。

６　取組と実績を踏まえた課題

・エンディングノート体験講座を開催し、13名の参加があった。公募での講座開催は、関心のある方々の参加に
なるため、関心が薄い層にまでACP普及啓発していく取り組みが必要。
・多職種研修会は、グループワークを含めた研修会を開催した。今後も医療と介護が情報共有しながら、本人の
満足した看取り体制がとれるよう内容の充実を図っていく。
・日常の生活療養支援や急変時の対応についての取組ができていない。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

⑥特定保健指導実施率 ⑥45.0％ 80.40% ‐ ‐

⑤特定健診受診率 ⑤52.5％ 37.80% ‐ ‐

④国保一人当たり医療費 ④430,000円以下 未確定 ‐ ‐

‐ ‐

③妊産婦・乳幼児支援件数 ③730件 814件 ‐ ‐

⑪訪問型サービスC利用者数 ⑪1人 0人 ‐ ‐

‐ ‐

⑩訪問介護相当サービス利用者数 ⑩800人 698人 ‐ ‐

⑨通所型サービスC利用者数 ⑨100人 49人

⑦通所介護相当サービス利用者数 ⑦1,000人 1,165人 ‐ ‐

自立支援、介護予防・重度化防止への取組の推進 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

・健康づくりへの取組として、広報誌や健診等を通じて、市民一人ひとりの健康に対する意識啓発を図
り、健康寿命の延伸に向けた主体的な取り組みの支援を行った。
・介護予防・日常生活支援総合事業については、通所型サービスAとCを実施し、必要とする対象者に
サービスを提供できたが、通所型サービスAの実施事業所が減少し、全てのニーズに応えられない可能性
がある。
・介護予防教室（元気アップ体操）の拡大に取り組み、各地域の介護予防体操には専門職がフォローや
個別相談、講話等を実施している。
・独居高齢者世帯の割合が県内でも高い。
・訪問リハビリの利用率が他市町村と比べて低い状況である。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、縮小傾向にあった健康づくりや介護予防の活動等も再開し
てきた。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

・職員の人材不足や高齢化等により、サービスの廃止・縮小をする事業所があり、全てのニーズに応え
られない可能性がある。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①健康づくりの推進
②疾病の早期発見と重症化予防
③介護予防・日常生活支援総合事業の推進
④高齢者の保険事業と介護予防の一体的実施
⑤保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進
⑥リハビリテーションサービス提供体制構築のための取組

項　　目 数値目標
実績値

⑧通所型サービスA利用者数 ⑧800人 666人 ‐ ‐

①長寿健診受診率 ①50％ 26.20% ‐ ‐

②がん検診受診率 ②12％ 10.20%

・引き続き、介護人材確保のための事業を実施し、事業を安定的に実施するための体制整備を図っていく。
・介護予防の取組として「種子島スタディ」を実施し、分析結果から口腔機能向上や低栄養防止に係る活動へと繋
げていく。
・フレイル予防に取り組むことの重要性を広く周知するため、体力測定や元気アップ体操の体験会等を開催する。

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

・口腔ケアの取組について、「種子島スタディ」を２か所で開催した。

６　取組と実績を踏まえた課題

・総合事業については、通所介護相当サービス以外は減少している。通所介護相当サービスの増加は、通所型サー
ビスAと介護予防通所リハビリテーションの事業所の減によるもので、職員の人員不足や高齢化等によるサービスの
廃止や縮小により、受けたいサービスを受けられない人が出てきている。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

⑪市街地巡回バス ⑪2路線 2路線 ‐ ‐

⑩デマンド型乗合タクシー ⑩5路線 5路線 ‐ ‐

⑨空き家バンク登録件数 ⑨88件 94件 ‐ ‐

⑧サービス付き高齢者住宅 ⑧1棟、13人 1棟、13人 ‐ ‐

⑦有料老人ホーム ⑦4棟、39人 5棟、44人 ‐ ‐

⑥防災リーダー養成 ⑥2人 2人 ‐ ‐

⑤防災訓練 ⑤1回 1回 ‐ ‐

‐ ‐

④紙おむつ支給人数 ④612人 546人 ‐ ‐

③介護手当支給件数 ③86人 73人

①通報装置設置台数 ①70台 48台 ‐ ‐

日常生活を支援する体制の整備 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

・ひとり暮らしや高齢者のみの世帯に対し、緊急通報装置の設置を行っている。
・買い物や調理等が困難な高齢者等に対し配食サービスを実施し、栄養バランスのとれた食事の提供と合
わせ安否確認を行っている。
・家族介護の交流会「ひなたぼっこの会」を年４回開催し、心身のリフレッシュや介護に必要な知識を学
ぶ講習会等を実施、介護負担軽減につなげる機会を設けている。
・紙おむつ支給事業については、他市町村の情報収集を行いながら事業縮小の検討を行った。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

・緊急通報装置が必要な高齢者の把握や、緊急通報時の連絡先となる協力員の確保が困難になってきてい
る。
・配食サービスについては、利用者の認知機能の低下や聞こえにくさなどによる困難事例がある。
・家族介護者への支援については、介護に対する家族の認識不足や家族会の周知不足、参加者の固定化が
見られる。
・紙おむつ支給事業については、地域支援事業交付金で支給している分について、国から継続して支給で
きる旨の通知があったため継続した。今後再度検討が必要である。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①在宅生活を支援するサービスの充実
②家族介護者への支援
③高齢者の虐待防止と権利擁護の取組の推進
④安心・安全な暮らしの確保
⑤住まい環境の充実・推進
⑥情報アクセシビリティの充実

項　　目 数値目標
実績値

②理由書作成助成の申請件数 ②10件 2件 ‐ ‐

・緊急通報装置の設置については、引き続き、ケアマネジャー等関係者への周知を行い、見守り活動のツールと
して積極的に活用してもらえるよう広報に努めていく。また、保守点検業務の通知と併せて緊急通報先の確認も
行い、緊急の際、不備のないようにしていく。
・家族介護者の交流会については、できるだけ多くの介護者がリフレッシュを図れるよう、内容や日程等参加し
やすい環境整備に努める。
・紙おむつ支給事業については、他市町村の動向を確認しながら、現在増加している軽度者の利用も含めて支給
要件の見直しを行う。
・介護手当支給事業については、介護量の確認方法の確認について検討していく。

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

・配食等サービスについては、令和６年度は77名の利用者となり、高齢者の栄養改善や安否確認を行った。介護
者の負担軽減にもつながっている。
・家族介護者の交流会については、年４回開催した。調理実習やオムツ交換が好評であった。

６　取組と実績を踏まえた課題

・緊急通報装置については保守点検業務を委託しているが、訪問しても不在であったり、電話に出なかったりと
点検が難しくなってきている。また、緊急通報先の協力員の高齢化や死亡等も見られ、その役割を担えないケー
スも見られた。
・家族介護者の交流会については、参加者の少なさや固定化が見られる。
・紙おむつ支給事業については、継続して支給要件の見直しなど縮小・廃止の検討が必要。また、軽度者の利用
が増加している。
・介護手当については、介護者と要介護者が別住所である場合の介護量の確認方法を現在、担当ケアマネジャー
の署名等により確認している。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

⑤いきいき遊湯クラブ実施回数 ⑤50回 9回 ‐ ‐

‐ ‐

④元気アップ体操に参加する高齢者の数 ④1,200人 1,263人 ‐ ‐

③元気アップ体操の実施箇所数 ③60箇所 59箇所

①寿大学（参加者） ①680人 815人 ‐ ‐

生きがいづくりや社会参加の促進 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

・元気アップ教室の団体数は、横ばい傾向であるが、登録者数は増加しており、通いの場に集う高齢
者の重要な受け皿となっている。
・老人クラブについては、クラブ数が減少傾向にある。
・地域の高齢者の見守り、生活支援等を行う高齢者支援協議会は、全ての校区及び一部の地域におい
て37協議会が設立されている。
・シルバー人材センターについては、年々、契約件数・金額・就業延人員・年間就業率全てにおいて
減少傾向である。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

・元気アップ体操を行うグループについては、構成員、支援者の高齢化が課題である。また、グルー
プ未設置の地域に対し設置を推進し、高齢者の元気づくりの場を整備していく必要がある。
・老人クラブについては、クラブ数の減少に伴い、市老人クラブ連合会の運営に支障をきたしてきて
いる。
・高齢者支援協議会については、未設置の地域における生活支援（ごみ出し支援等）の要望もあるこ
とから、協議会の役割を広く周知し、未設置の地域への協議会の設置を推進していく。
・シルバー人材センターについては、運営補助を行っているが、物価高騰等による経費増加や会員不
足が課題となっている。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①社会参加の促進と活動機会の充実
②地域における支援者の人材確保・育成
③元気高齢者の活躍できる場の確保・就労の促進

項　　目 数値目標
実績値

②生涯学習市民講座（参加者） ②130人 145人 ‐ ‐

・いきいき遊湯クラブについては、内容の見直しや事業の廃止も含めて検討していく必要がある。
・令和７年度から、高齢者の健康の維持増進、外出機会の確保等自立した生活を支援するため、シニアカー購入
費補助を実施している。
・元気アップ体操等の通いの場については、引き続き定期的なフォローや訪問を実施し、立ち上げや活動の継続
支援、支援者の育成等に取り組んでいく。
・老人クラブについては、令和６年度18クラブから令和７年度12クラブへの減少したため、市老人クラブ連合会
への運営補助等、活動の維持に向けて検討する必要がある。
・高齢者支援協議会の役割を広く周知し、未設置の地域への協議会の設置を推進していく。
・シルバー人材センターについては、元気高齢者が安心して活躍できる環境を整備するためにも、広報周知等連
携して行っていく。

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

・元気アップ体操の実施箇所数については、今年度は新たに６カ所で立ち上げ、４カ所で廃止となり、結果とし
て２カ所の増となった。
・高齢者地域支え合いグループポイント事業、元気度アップ・ポイント事業については、提出書類の簡素化を
図ったり、事業内容についての説明会を行うなど、活動が継続しやすい環境づくりに努めた。
・支援者への研修会は、防災士や健康運動指導士による講話、認知症サポーター養成講座等を４回実施した。

６　取組と実績を踏まえた課題

・介護予防、引きこもり予防のために実施している「いきいき遊湯クラブ」については、令和６年度から送迎バ
スと引率を廃止したこともあり、参加者数が減っている。
・支援者の高齢化や人材不足、固定化等により、支援が難しいグループが出てきている。
・老人クラブの減少、及びそれに伴い市老人クラブ連合会の運営が厳しくなってきている。
・高齢者支援協議会未設置の地域における生活支援の要望がある。
・シルバー人材センターの会員不足。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

介護サービス提供基盤の確保・充実 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進 ④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

第８期計画中は介護事業所の新規開設は無く、既存の事業所数を維持してきたが、その一方で、介護事
業所においては人材不足により、従業者の人員調整が困難な状況となっていた。人材確保に向けた取組
として、介護職の魅力発信のための情報誌の配布や就活ツアーにより、島外からの介護職の就業支援に
注力してきたが、期待したような成果は得られなかった。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

介護従事者の高齢化と離職率が高い状況にあることから、人材確保が喫緊の課題である。また、事業者
のサービス縮小や休止・閉鎖も進んでおり、安定的なサービス提供基盤の整備に向けて、事業者の新規
参入が望まれる。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①サービス提供基盤の整備
②介護人材の確保及び資質の向上
③介護現場の生産性向上に向けた支援

項　　目 数値目標
実績値

①地域密着型事業所数 ①R6:10（個所）、R7：11、R8：11 ８事業所 ‐ ‐

・人材確保対策を進める上で障害となっている住居不足の問題については、庁内の関係部署と情報共有を図り、住
居確保の支援を行う。また、地域介護基盤整備事業費補助金の補助対象メニューである「介護職員の宿舎施設整備
事業」を活用した住居確保についても勧奨していく。
・ICT技術は、介護現場の様々なニーズに対応するシステムや機能が開発されているものの、その有効性に対する
理解不足がICT活用が進まない一因と考えられる。介護現場のICT導入を支援するため、成功事例の共有や事業者向
けの研修会などを企画し、受入れ促進に努めていく。

②居宅介護支援事業所等支援会議回数 ②１回／月 12回 ‐ ‐

‐ ‐

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

「西之表市人材確保対策事業 」を実施し、西之表市での就労を目的に移住する方や新規学卒者等で市内事業所に就職する方
に対し、奨励金等を交付した。令和６年度は新たに、介護員養成研修運営補助金、介護支援専門員等研修受講費補助金、外国
人介護人材確保補助金を新設し、事業の拡充を図った。
（実績）新規就労者数（I・Uターン者等）９人、新規就労者数（市内在住就職者）12人、人材確保対策事業家賃補助５名、介
護員養成研修運営補助 ９名(２法人)、介護支援専門員等研修受講費補助 ３名、外国人介護人材確保補助 ４名(１法人)

６　取組と実績を踏まえた課題

・介護人材の資質の向上のための取組として、包括支援センター主催の居宅介護支援事業所向け研修会を毎月実
施。それ以外に、外部講師によるケアマネジメントに関する専門研修も計画的に実施している。参加者の反応も良
く、今後も継続していきたい。
・奨励金や補助金の交付を中心とした人材育成・確保対策事業の取組は一定の成果につながったと考えるが、介護
事業所が必要としている人材を十分に確保するまでには至っていない。また、職員を確保する上で、住居不足の問
題も浮き彫りとなった。
・人材不足に対応する手段として、ICTの活用による生産性の向上を推進していきたいが、その有効性に対する理
解が介護業界に浸透していないと感じる。

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）



＜第９期介護保険事業計画「取組と目標」に関する自己評価シート＞
（自立支援，介護予防・重度化防止）

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

市町村名 西之表市

取組目標・重点施策等 評価

介護保険事業の適正な運営 B
カテゴリ　※複数回答可。該当するものがない場合はチェック不要。

①健康づくりの推進 ②地域包括ケアシステムの推進に向けた体制整備

③介護予防の推進 ④在宅医療・介護連携の推進

４ 取組の数値目標及び実績（Ｒ６年度末時点）

⑤認知症の人やその家族への支援の充実 ⑥介護人材の確保対策の充実及び生産性向上

１　第９期計画開始前の現状
⇒見える化システム，保険者シート等に基づく地域分析結果等

訪問介護の給付月額や一人当たりの利用日数が全国や県平均に比較して高く、要介護１、２の比較的軽
度者の利用割合も高かった。介護給付の適正利用を促すため、ケアマネジメントの質の向上を意識した
適正化主要５事業の実施と運営指導に力を入れてきた。

２　１に対する課題（第９期計画における取組を設定した背景）
⇒Ｒ５自己評価等を踏まえた課題等

ヘルパーの高齢化や人材不足から、訪問介護の利用が制限される事態が起こっている。介護職員等に対
する研修の実施、事業者への指導等を通して、真に必要な方にサービスを安定的に供給できるよう、
様々な角度から適正利用を求める取組が必要である。

３　第９期計画における具体的な取組
（①の課題を受けて第９期計画で設定した取組及びＲ５自己評価を踏まえて見直した取組）

①介護保険給付の適正化
②円滑な運営のための体制づくり
③介護事業所の適正運営に向けた取組

項　　目 数値目標
実績値

①施策の達成状況の公表（HP) ①２回／年 １回 ‐ ‐

・介護保険制度の周知・積極的な情報提供
  令和６年度の介護保険制度の改正について、リーフレットを作成し全戸配付した。また「わたしたちの介護保険　利用の手引
き」については、毎年度見直しを行い、窓口に相談にこられた方などに配布することで、随時、介護保険制度についての周知と
積極的な情報提供を行った。
・介護保険料の適正賦課と収納率向上対策
  適正賦課をするため、保険料の本算定前（６月）及び１０月末に、申告の目的などを記載した申告勧奨通知分を同封の上、住
民税申告（もしくは簡易申告書）を郵送し、申告勧奨を実施した。収納率向上対策においては、コンビニ収納や、キャッシュレ
ス決済を導入したことにより、納付の利便性が図られたことから、防災無線や市広報紙「おさめーるだより」等を活用し、広く
周知徹底を行った。

主要施策の取組に対する目標達成状況について、事業計画に定めた上半期の中間評価を実施できなかった。各事業
の進捗状況を確認するプロセスが無かったことで、課題把握が遅れ、取組や目標値の修正についての検討を行うこ
とができなかった。

・適正化主要５事業を堅実に実施し、給付の適正化の推進を図る。
・集団指導や運営指導を通して、介護従事者の資質向上を図るとともに適正な事業所運営の支援を行う。
・令和７年度は、令和６年度の事業実績についての総合評価（前期）と、令和７年度の上半期の中間評価（後期）
を実施する。常にＰＤＣＡサイクルを意識し、改善の必要性を考察するプロセスを設定することで効果的な事業運
営を行う。

②運営指導実施事業所数 ②５事業所 ３事業所 ‐ ‐

③集団指導参加率 ③100％ 100% ‐ ‐

５　その他実績（Ｒ６年度末時点）
（４の数値目標の他に今回の自己評価に用いた取組とその実績）

６　取組と実績を踏まえた課題

７　課題を踏まえた今後の取組，改善策（Ｒ７年度～）


